
九州地整「令和８年度事業評価監視委員会（第３回）」開く 
「一般国道４９７号今宿道路」等再評価７件の継続を了承 

 九州地方整備局の「令和８年度事業評価監視委員会（第３回）」（委員長：三谷泰浩九州

大学院工学研究院教授）は２６日、福岡市の福岡第二合同庁舎で開かれ、再評価の「道路

事業」５件、「港湾事業」１件、「砂防事業」１件を審議し、いずれも対応方針（原案）ど

おり事業継続を了承。事後評価の「営繕事業」１件や再評価の「河川事業」８件が報告さ

れた。 
 再評価審議議題の道路事業として「一般国道４９７号今宿道路（福岡県）は、物価上昇

や資機材・労務単価増によって、総事業費が前回評価２,７９１億円から２,８８７億円（９

６億円増加）となり、事業進捗率は８５％。「一般国道４９７号伊万里道路」（佐賀県）は、

物価上昇や資機材・労務単価増によって、総事業費が前回評価４２９億円から４４６億円

（１７億円増加）となり、事業進捗率は５４％。「一般国道４９７号伊万里松浦道路」（佐

賀県・長崎県）は調査設計を進めているため、事業量が確定した段階で再評価に諮る。「一

般国道４９７号松浦佐々道路」（長崎県）はトンネルの支保構造の変更や落石対策工の追加

等で、総事業費が前回評価１,１３０億円から１,５８７億円（４５７億円増加）となり、事

業進捗率は５４％。「一般国道１０号新富バイパス」（宮崎県）は用地補償費の追加や物価

上昇や資機材・労務単価増によって、総事業費が前回評価１９５億円から２１２億円（１

道路５件、港湾１件、砂防１件の再評価事業などを審議した 

「令和８年度事業評価監視委員会（第３回）」 



７億円増加）となり、事業進捗率は８４％。港湾事業として「別府港石垣地区旅客対応タ

ーミナル整備事業」（大分県）は、物価上昇や資機材・労務単価増によって、総事業費が前

回評価９９億円から１０７億円（８億円増加）となり、事業進捗率は９０％。砂防事業と

して「阿蘇山直轄砂防事業」（熊本）は想定以上に転石の発生や資機材・労務単価増によっ

て、総事業費が前回評価２５６億円から３１５億円（５９億円増加）となり、事業進捗率

は７３％。 
 事後評価の営繕事業では「鹿児島第３地方合同庁舎」（鹿児島県）、は、業務を行うため

の基本機能の確保や、地域性、環境保全性、防災性等の効果が得られており、更なる事後

評価の必要性は無いとしている。 
 再評価の報告案件として、河川事業の「山国川直轄河川改修事業」（福岡県・大分県）は、

追加調査等を踏まえ環境条件の変化や資機材・労務単価増によって、総事業費が前回評価

２１１億円から２５１億円（４０億円増加）となり、事業進捗率は７３％。「肝属川直轄河

川改修事業」（鹿児島県）は、追加調査等を踏まえ環境条件の変化や資機材・労務単価増に

よって、総事業費が前回評価２２５億円から２４０億円（１５億円増加）となり、事業進

捗率は８３％となっている。「大淀川総合水系環境整備事業」（宮崎県）は、水辺整備内容

の変更、工事諸費を計上しないことによる変更等、総事業費が前回評価２５.０億円から２

１.８億円（３.２億円縮減）となり、事業進捗率は９９.５％となっている。「筑後川総合水

系環境整備事業」（福岡県・熊本県）は、水辺整備事業の追加、集計世帯数の更新等、総事

業費が前回評価７.０億円から１４.７億円（７.７億円増額）となり、事業進捗率は３８. 
０％となっている。「本明川総合水系環境整備事業」（長崎県）は、水辺整備自供の追加変

更や集計世帯数の更新等、総事業費が前回評価１６.０億円から２３.９億円（７.９億円増額）

となり、事業進捗率は３０.２％となっている。「菊池川総合水系環境整備事業」（熊本県）

は、水辺整備内容の変更、工事諸費を計上しないことによる変更等、総事業費が前回評価

２５.３億円から１０.８億円（１４.５億円縮減）となり、事業進捗率は４５.４％となって

いる。「五ヶ瀬川総合水系環境整備事業」（宮崎県）は、水辺整備内容の変更、工事諸費を

計上しないことによる変更等、総事業費が前回評価１８.９億円から１６.０億円（２.９億円

縮減）となり、事業進捗率は５３.８％となっている。「川内川総合水系環境整備事業」（鹿

児島県）は、水辺整備内容の変更、工事諸費を計上しないことによる変更等、総事業費が

前回評価４４.２億円から４６.３億円（２.１億円縮減）となり、事業進捗率は８６％となっ

ている。 
 
 
 
 
 
 


